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京都市会の情報公開制度の整備に関する条例の制定について

京都市会の情報公開制度の整備に関する条例を次のように制定する。
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京都市会の情報公開制度の整備に関する条例

（京都市会情報公開条例の廃止）

第１条 京都市会情報公開条例は，廃止する。

（京都市情報公開条例の一部改正）

第２条 京都市情報公開条例の一部を次のように改正する。

第２条第１号中「及び固定資産評価審査委員会」を「，固定資産評価審査委員会及び

市会」に改め，同条第２号中「（実施機関の職員」の右に「（市会にあっては，事務局の

職員）」を，「として，当該実施機関」の右に「（市会にあっては，議長。第２章から第４

章まで（第７条第３号を除く。）において同じ。）」を加える。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，平成２６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行に関し必要な経過措置は，市長又は議長が定める。

（関係条例の一部改正）

３ 京都市個人情報保護条例の一部を次のように改正する。

第２条第５号を次のように改める。

⑸ 公文書 実施機関の職員等（実施機関の職員（市会にあっては，事務局の職員。

第４６条及び第４８条において同じ。）及び本市が設立した地方独立行政法人の役員

をいう。以下同じ。）が職務上作成し，又は取得した文書，図画及び電磁的記録（電

子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られた記録をいう。以下同じ。）であって，当該実施機関の職員等が組織的に用いる

ものとして，当該実施機関（市会にあっては，議長。第３章から第５章まで（第１

６条第４号を除く。）において同じ。）が保有しているものをいう。ただし，次に

掲げるものを除く。

ア 官報，白書，新聞，雑誌，書籍その他不特定多数の者に販売することを目的と



して発行されるもの

イ 図書館その他の本市の施設において，一般の利用に供することを目的として管

理されているもの

第１４条第１項中「（市会にあっては，議長。以下この章から第５章まで（第１６条第

４号を除く。）において同じ。）」を削る。

第４１条第２項各号列記以外の部分中「及び京都市会情報公開条例」を削る。

第４６条第１項第１号中「（市会にあっては，その事務局の職員。以下この号及び第

４８条において同じ。）」を削る。

４ 京都市政務活動費の交付等に関する条例の一部を次のように改正する。

第１６条第３項中「京都市会情報公開条例第９条」を「京都市情報公開条例第７条」

に改める。

５ 京都市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部を次のように改正する。

第１条第１号中「市情報公開条例」を「情報公開条例」に改め，同条第２号中「市情

報公開条例」を「情報公開条例」に改め，「又は京都市会情報公開条例（以下「市会情報

公開条例」という。）第１６条前段」を削る。

第２条第２項第１号中「市情報公開条例第２条第２号に規定する公文書及び市会情報

公開条例第２条に規定する公文書」を「公文書（情報公開条例第２条第２号に規定する

公文書をいう。第８条第１項第１号において同じ。）」に改める。

第８条第１項第１号を次のように改める。

⑴ 情報公開条例第１７条第１項の規定により諮問をした情報公開条例第２条第１号

に規定する実施機関（市会にあっては，議長） 情報公開条例第１１条第１項に規

定する公開決定等に係る公文書

第８条第１項第２号を削り，同項第３号を同項第２号とする。

提案理由

市会独自で実施している情報公開制度について，京都市会基本条例にその根拠を移す基

本的な事項を除き，執行機関の制度と統合して本市の情報公開制度の一本化を図る必要が

あるので提案する。


